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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期

第２四半期連結
累計期間

第77期
第２四半期連結
累計期間

第76期
第２四半期連結
会計期間

第77期
第２四半期連結
会計期間

第76期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 12,614,60010,901,6556,151,4025,509,513 24,495,198

経常利益（千円） 245,847 210,589 175,252142,769 468,555

四半期（当期）純利益（千円） 98,474 112,077 89,223 84,249 197,314

純資産額（千円） － － 7,556,7557,579,561 7,529,772

総資産額（千円） － － 16,948,45216,893,756 16,903,835

１株当たり純資産額（円） － － 748.09 759.58 745.57

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
9.74 11.14 8.83 8.42 19.53

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 44.6  44.9 44.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△290,951 482,801 － － △629,855

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△158,277 △44,399 － － △281,500

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
63,759 △83,376 － － 779,980

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,251,8671,857,3761,504,355

従業員数（人） － － 308 300 297

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　      ２．売上高には消費税等は含めておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

EDINET提出書類

平和紙業株式会社(E02759)

四半期報告書

 2/22



２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営んでいる主な事業内容について、重

要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 300     

　（注）　従業員数は就業人員数（当社グループ外から当社グループへの出向者を含む。）であります。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 219     

　（注）　従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社グループは商社であるため、生産事業はしておりません。

　また当社グループは、和洋紙卸売業を主な事業としており、１セグメントの売上高は全セグメントの売上高合計の

90％超であるため、他の事業の記載を省略しております。

　このため、販売の状況については、「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」における業績

説明の中で説明しております。

 

２【事業等のリスク】

  当第２四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　　(1）業績の状況

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、2008年秋のリーマン・ショック以降、急速に悪化を続けてきま

したが、世界的な在庫調整の進展などに伴い、輸出や生産はやや持ち直しの兆しを見せています。一方、国内企業に

おいては、依然厳しい収益状況が続いています。とりわけ個人消費の伸び悩みから、企業の宣伝・広告費の減少傾向

は当四半期においても顕著であり、景気の先行きは依然として不透明のままです。ここにきて前政権による追加景

気対策も一巡し、新たに発足した民主党政権の経済対策効果により、経済環境が徐々に好転していくことが、各方面

で強く期待されています。

　紙業界におきましては、紙・板紙の国内出荷量は前年同期比を大きく下回りました。特にカタログ・チラシ等商業

印刷向け用途の塗工紙・微塗工紙は、国内需要の回復遅れによる販売不振に加え、より安価な輸入紙への需要シフ

トが発生した影響で、前四半期に引き続いての減少となりました。大手製紙メーカー各社の間では、生産設備である

抄紙機の稼動停止による減産の姿勢が依然根強く、そのため流通在庫の調整は進んだものの、市場の一部には価格

軟化の兆しも出始めており、収益確保には予断を許さぬ状況が続いています。

　このような環境のなかで、当社グループは、新３ヵ年中期経営計画の１年目として、安定的に収益を上げられる高

収益基盤の確保を最重要課題として取り組み、関東エリア、特に東京地区に重点を置いた事業展開を図っておりま

す。

　また、当社は昨年４月に収益機会をより一層獲得し、企業価値の最大化を実現するため、ムーサ株式会社と合併い

たしました。しかしながら、当社が主力としているファンシーペーパーとファインボード、高級印刷紙の特殊紙三品

目において、前年を上回ることはできませんでした。ベーシックペーパー、技術紙におきましても、前年実績をそれ

ぞれ大きく下回る結果となり、売上高は55億９百万円（前年同期比10.4％減）となりました。利益面では、経常利益

が１億42百万円（前年同期比18.5％減）、四半期純利益は84百万円（前年同期比5.6％減）となりました。
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 ＜当社の商品別の概況＞

　当社グループにおいて、当社の和洋紙卸売業の売上高は連結売上高の90％超を占めるため、当社の商品別の概況

を記載しております。

品目別

前第２四半期会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比

（％）　
金額（百万円）

構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

ファンシーペーパー 1,585 26.6 1,466 27.5 92.5

ファインボード 731 12.3 670 12.6 91.7

高級印刷紙 1,379 23.2 1,207 22.7 87.6

ベーシックペーパー 1,576 26.5 1,355 25.4 86.0

技術紙 532 8.9 499 9.4 93.8

その他 150 2.5 126 2.4 83.7

合計 5,956 100.0 5,326 100.0 89.4

　       （注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

［ファンシーペーパー］

　　　　　高価格帯商品の多いファンシーペーパーは、国内外の書籍装丁用途や食品向け美装パッケージの外貼り用途な　　

　　　　ど幅広く使用されました。しかし、経済状況の悪化を受け、部数減少や安価な用紙への切り替えの影響があり、　

　　　　売上高は14億66百万円となり前年同期比7.5％の減少となりました。　

［ファインボード］

　包装材としての美麗さや高級感にて訴求力のあるファインボードは、出版物の外箱向けなどで一部堅調に推移

したものの、ＣＤパッケージやカレンダーの需要の落ち込みと共に、色カード紙の使用量が減少した結果、売上高

は６億70百万円となり前年同期比8.3％の減少となりました。

［高級印刷紙］

　　　　　印刷仕上がりの良さを追及する高級印刷紙においては、環境対応型商品や従来からの定番商品が底堅い動きを

　　　　見せました。しかし、景気減速に伴い、自動車・機械をはじめとする製造業などのカレンダー、カタログ需要が

　　　　大幅減となり、売上高は12億７百万円となり前年同期比12.4％の減少となりました。

［ベーシックペーパー］

　　　　　汎用的な需要を対象にしたベーシックペーパーは、企業のチラシ、カタログ、パンフレットなどの用途に幅広　　

　　　　く採用されました。しかし、出版用途に採用される書籍用紙やキャストコート紙、高級板紙などが、より安価な

　　　　商品へシフトしたこともあり、売上高は13億55百万円となり前年同期比14.0％の減少となりました。　

［技術紙］

　技術紙におきましては、前四半期に引続き定額給付金制度に伴い各地方自治体のプレミアム商品券向けに偽造

防止用紙の採用がありました。しかし、昨年特需のあった自販機粘着紙や不燃壁紙の需要が減少した結果、売上高

は４億99百万円となり前年同期比6.2％の減少となりました。

［その他］

　トイレットペーパー、ティッシュペーパーを中心とした家庭紙は、通信販売・百貨店向けに新製品が採用されま

したが、全体の出荷量が減少し、総体的な販売の増加にはつながらず、売上高は１億26百万円となり前年同期比

16.3％の減少となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は第１四半期連結会計期

間末に比べて５億20百万円増加し、18億57百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において営業活動の結果得られた資金は５億83百万円（前年同四半期は１億55百万円

の獲得）となりました。これは主に、売上債権の減少額の減少と仕入債務の減少額の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において投資活動の結果使用した資金は８百万円（前年同四半期は57百万円の使用）

となりました。これは主に、有形および無形固定資産の取得による支出の減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間において財務活動の結果使用した資金は53百万円（前年同四半期は18百万円の使用）

となりました。これは主に、自己株式の取得による支出によるものであります。

　

　　(3）事業上及び財務上の対処すべき課題　

  当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。　

 

　　(4）研究開発活動　　

  該当事項はありません。　

 

　　(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　今年度に入り、わが国の実質ＧＤＰ成長率はプラスに転じ、若干回復の兆しが見え始めております。とくに、中国を

はじめとする諸外国の景気対策効果と在庫調整の進展を背景に、輸出と生産の回復が続いております。一方で、雇用

・所得環境や設備投資に対する調整圧力は、まだ解消されておらず、本格的な景気回復は、2010年度以降と予想され

ます。

　紙業界におきましては、国内の景気後退とともに、洋紙分野での他のメディアとの競合や情報伝達手段としての地

位低下など、構造的な要因も作用して需要は低迷し、さらに輸入紙の流入もあって、紙・板紙の国内出荷量は依然と

して減少傾向が続いていくものと予想されます。製紙メーカー各社は、引き続き企業体質の維持・強化、国際競争力

の増強に取り組まざるを得ない状況にあります。

　当社グループといたしましては、新３ヵ年中期経営計画の初年度を迎え、その基本方針を「先取・周到・集中・前

進」として前３ヵ年計画から引き続き継承し、計画目標の完遂を全社一丸となって取り組んでまいります。また、

ムーサ株式会社との合併後、２年目に突入いたしました。合併によるシナジー効果が最大限に発揮されるよう、収益

優先とした販売姿勢と業務の徹底した効率向上を確実に推し進めてまいります。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,908,000

計 19,908,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,116,917 10,116,917
大阪証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株

計 10,116,917 10,116,917 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 10,116,917 － 2,107,843 － 1,963,647

（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

王子特殊紙株式会社　
東京都中央区銀座５丁目12－８

王子製紙１号館
745 7.36

平和紙業取引先持株会 大阪市中央区南船場２丁目３番23号 656 6.48

特種製紙株式会社 静岡県駿東郡長泉町本宿501番地 505 4.99

小島　勝正　 東京都小金井市　 373 3.68

東海パルプ株式会社　 静岡県島田市向島町4379番地　 309 3.05

紀州製紙株式会社　 大阪府吹田市南吹田４丁目22番１号　 306 3.02

日本製紙株式会社　 東京都北区王子１丁目４番１号　 303 2.99

清家　豊雄　 東京都多摩市　 261 2.58

富士共和製紙株式会社　 静岡県富士市久沢１丁目１番２号　 245 2.43

東京製紙株式会社　 静岡県富士宮市小泉866　 230 2.28

計 － 3,936 38.91
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　138,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　9,925,000　　　　　　　9,925 －

単元未満株式 普通株式　　 53,917 － －

発行済株式総数 　　　　 10,116,917 － －

総株主の議決権 － 　　　　　　　9,925 －

 

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

平和紙業株式会社

大阪市中央区南船場

２丁目３番23号
138,000 － 138,000 1.36

計 － 138,000 － 138,000 1.36

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 555 559 550 550 545 534

最低（円） 527 530 530 530 534 522

　（注）　最高・最低株価は大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成

21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　なお、監査法人トーマツは、平成21年７月１日付けで有限責任監査法人に移行し、同日より法人名称が有限責任監査

法人トーマツとなっております。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,857,376 1,504,355

受取手形及び売掛金 7,072,056 7,409,437

商品 3,469,801 3,575,511

貯蔵品 108,431 102,712

その他 226,225 227,333

貸倒引当金 △24,379 △24,945

流動資産合計 12,709,512 12,794,405

固定資産

有形固定資産 ※1
 1,335,029

※1
 1,370,900

無形固定資産

のれん 93,015 106,303

その他 269,438 294,943

無形固定資産合計 362,454 401,247

投資その他の資産

投資有価証券 1,723,275 1,496,929

その他 809,699 943,797

貸倒引当金 △46,213 △103,444

投資その他の資産合計 2,486,761 2,337,282

固定資産合計 4,184,244 4,109,430

資産合計 16,893,756 16,903,835

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,803,930 6,010,499

短期借入金 2,306,944 2,292,818

未払法人税等 84,155 40,799

賞与引当金 165,938 158,912

その他 369,374 245,138

流動負債合計 8,730,343 8,748,169

固定負債

退職給付引当金 467,366 507,353

役員退職慰労引当金 77,469 81,028

その他 39,015 37,512

固定負債合計 583,852 625,894

負債合計 9,314,195 9,374,063
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,107,843 2,107,843

資本剰余金 2,331,387 2,331,387

利益剰余金 3,323,935 3,262,355

自己株式 △74,244 △9,152

株主資本合計 7,688,923 7,692,434

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △79,457 △146,193

為替換算調整勘定 △29,904 △16,468

評価・換算差額等合計 △109,362 △162,662

純資産合計 7,579,561 7,529,772

負債純資産合計 16,893,756 16,903,835
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 12,614,600 10,901,655

売上原価 10,116,400 8,714,761

売上総利益 2,498,200 2,186,894

販売費及び一般管理費 ※
 2,266,548

※
 2,003,848

営業利益 231,652 183,046

営業外収益

受取利息 415 173

受取配当金 28,445 21,265

受取賃貸料 10,780 10,950

その他 10,858 14,290

営業外収益合計 50,499 46,679

営業外費用

支払利息 9,237 9,882

為替差損 6,001 －

賃貸用資産減価償却費 9,697 7,855

その他 11,367 1,397

営業外費用合計 36,303 19,135

経常利益 245,847 210,589

特別利益

固定資産売却益 105 －

貸倒引当金戻入額 1,051 8,448

特別利益合計 1,157 8,448

特別損失

固定資産売却損 25 280

固定資産除却損 27,028 2,082

投資有価証券売却損 41 －

投資有価証券評価損 9,338 －

ゴルフ会員権評価損 1,650 －

特別損失合計 38,083 2,362

税金等調整前四半期純利益 208,921 216,675

法人税、住民税及び事業税 74,902 79,351

法人税等調整額 35,544 25,247

法人税等合計 110,446 104,598

四半期純利益 98,474 112,077
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 6,151,402 5,509,513

売上原価 4,866,202 4,409,182

売上総利益 1,285,200 1,100,331

販売費及び一般管理費 ※
 1,105,811

※
 965,167

営業利益 179,388 135,163

営業外収益

受取利息 322 110

受取配当金 785 928

受取賃貸料 5,475 5,475

その他 6,747 10,604

営業外収益合計 13,330 17,118

営業外費用

支払利息 4,406 4,699

為替差損 2,103 －

賃貸用資産減価償却費 7,032 3,927

その他 3,923 884

営業外費用合計 17,466 9,511

経常利益 175,252 142,769

特別利益

固定資産売却益 105 －

貸倒引当金戻入額 1,051 10,338

特別利益合計 1,157 10,338

特別損失

固定資産売却損 25 －

固定資産除却損 14,459 1,806

投資有価証券評価損 1,035 －

特別損失合計 15,519 1,806

税金等調整前四半期純利益 160,889 151,301

法人税、住民税及び事業税 69,485 76,585

法人税等調整額 2,180 △9,532

法人税等合計 71,665 67,052

四半期純利益 89,223 84,249
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 208,921 216,675

減価償却費 99,115 110,622

のれん償却額 13,287 13,287

投資有価証券評価損益（△は益） 9,338 －

ゴルフ会員権評価損 1,650 －

賞与引当金の増減額（△は減少） 950 7,026

貸倒引当金の増減額（△は減少） △728 △57,797

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,873 △39,986

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4,904 △3,558

受取利息及び受取配当金 △28,860 △21,438

支払利息 9,237 9,882

固定資産除売却損益（△は益） 26,948 2,362

投資有価証券売却損益（△は益） 41 －

売上債権の増減額（△は増加） 270,143 327,188

たな卸資産の増減額（△は増加） △173,921 75,235

その他の流動資産の増減額（△は増加） △4,335 △760

仕入債務の増減額（△は減少） △592,681 △199,934

その他の負債の増減額（△は減少） △25,917 20,739

その他 － 57,061

小計 △189,843 516,607

利息及び配当金の受取額 28,861 21,434

利息の支払額 △9,268 △9,983

法人税等の支払額 △120,701 △45,256

営業活動によるキャッシュ・フロー △290,951 482,801

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △93,481 △26,898

有形固定資産の売却による収入 392 258

無形固定資産の取得による支出 △81,636 △9,508

投資有価証券の取得による支出 △2,107 △11,553

投資有価証券の売却による収入 47 －

その他 18,508 3,300

投資活動によるキャッシュ・フロー △158,277 △44,399

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 133,382 34,330

長期借入金の返済による支出 △22,240 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △2,119

自己株式の取得による支出 △278 △65,091

配当金の支払額 △47,103 △50,496

財務活動によるキャッシュ・フロー 63,759 △83,376

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,049 △2,004

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △383,418 353,020

現金及び現金同等物の期首残高 1,599,246 1,504,355

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 36,039 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,251,867

※
 1,857,376
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前第２四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めて表示してお

りました「貯蔵品」は、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第２四半期連結会計期

間の流動資産の「その他」に含まれる「貯蔵品」は95,914千円であります。

　

　前第２四半期連結会計期間において、固定資産の「投資その他の資産」に含めて表示しておりました「投資有価証

券」は、資産総額の100分の10を超えたため、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第

２四半期連結会計期間の固定資産の「投資その他の資産」に含まれる「投資有価証券」は1,454,163千円でありま

す。

【簡便な会計処理】

　　 該当事項はありません。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　 該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産減価償却累計額 2,901,047千円 ※１　有形固定資産減価償却累計額 2,855,539千円

２　受取手形割引高 10,468千円 ２　受取手形割引高 26,278千円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 600,678千円

賞与引当金繰入額 169,934千円

退職給付費用 64,258千円

給料手当 560,909千円

賞与引当金繰入額 162,216千円

退職給付費用 18,180千円

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 292,321千円

賞与引当金繰入額 79,498千円

退職給付費用 44,782千円

給料手当 274,794千円

賞与引当金繰入額 73,413千円

退職給付費用 18,545千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,251,867千円

現金及び現金同等物 1,251,867千円

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に記載されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,857,376千円

現金及び現金同等物 1,857,376千円

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　10,116千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　 　　　　　　　　　138千株

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

（１）配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 50,496 5 平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年11月11日

取締役会
普通株式 49,892 5 平成21年９月30日平成21年12月７日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）　

　当企業集団は、和洋紙卸売業を主な事業としており、１セグメントの売上高は全セグメントの売上高合計の90％

超であり、かつ当該セグメントの営業利益の額が全セグメントの営業利益合計の90％超となっているため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）　

　当企業集団は、和洋紙卸売業を主な事業としており、１セグメントの売上高は全セグメントの売上高合計の90％

超であり、かつ当該セグメントの営業利益の額が全セグメントの営業利益合計の90％超となっているため、事業

の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める「本国」の割合が90％を越えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　全セグメントの売上高の合計に占める「本国」の割合が90％を越えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

（有価証券関係）

  当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

 重要な変動がない為、記載を省略しております。　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）

重要な変動がない為、記載を省略しております。

（リース取引関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

重要な変動がない為、記載を省略しております。

（企業結合等関係）

      当第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 759.58円 １株当たり純資産額 745.57円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 9.74円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 11.14円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（千円） 98,474 112,077

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 98,474 112,077

期中平均株式数（千株） 10,101 10,051

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 8.83円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 8.42円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（千円） 89,223 84,249

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 89,223 84,249

期中平均株式数（千株） 10,101 10,004

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　

２【その他】

　平成21年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　(イ）中間配当による配当金の総額……………………49,892千円

　(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

　(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月７日

（注）　平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月 5日

平和紙業株式会社

取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松岡　幸秀　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 森田　浩之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている平和紙業株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、平和紙業株式会社及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月５日

平和紙業株式会社

取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松岡　幸秀　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森田　浩之　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている平和紙業株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、平和紙業株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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